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要旨

本研究では、国内卸売業、道路貨物運送業における AI 活用の取り組みに影響を与えている要因

を、全国16,002事業所を対象としたアンケート調査（有効回答5,099事業所）の個票データを用い

て分析した。具体的には、AIと親和性のあるデータの利活用可能性やデータの蓄積期間に加えて、

事業所の規模、管理職や従業員の学歴、CIO の有無、競合事業所数など、組織の体制と環境が AI

活用の取り組みにどう影響しているかを大規模事業所、中小規模事業所別にロジットモデルで検

証した。その結果、卸売業では、データが利用可能な状態になっていること、一般従業員の大卒

以上比率が高いこと、所属企業に CIO がいること、事業所規模が大きいことが AI 活用の取り組

みにプラスの影響を及ぼすことが明らかとなった。中小規模事業所では、データの利用可能性が

プラスに有意な結果となり、データの利用可能性を高めることがデータへの理解を通して AI 活用

の進展をもたらすと期待される。道路貨物運送業では、データの蓄積期間が長いこと、一般従業

員の大卒以上比率が高いこと、所属企業に CIO がいること、事業所規模が大きいこと、競合事業

所数が多いことが AI 活用を推し進める要因であると判明した。中小規模事業所では、データの蓄

積期間がプラスに有意な結果となり、長期間のデータを保有していることが AI 活用を検討するき

っかけの一つになっていると推察される。また、いずれの業種・事業所規模においても CIO の有

無が有意に影響している結果が得られており、現時点における AI 活用の取り組み姿勢は CIO な

ど情報通信技術に携わるトップの存在が大きいことが明らかとなった。
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人工知能（AI）、データ整備状況、CIO、MOPS

1 本稿の執筆に際しては、日本経済学会 2020 年秋季大会において、討論者の川上淳之東洋大学准教授からは、貴

重なコメントをいただいた。さらに、公正取引委員会競争政策研究センター主催の CPRC セミナーにおいて、松

島法明所長、小田切宏之一橋大学名誉教授、宮井雅明立命館大学教授から示唆に富むコメントをいただいた。こ

の場を借りて厚く御礼申し上げたい。なお、本稿に含まれ得る誤りは、すべて筆者らの責に帰するものである。 
2 組織マネジメントに関する調査（Management and Organizational Practices Survey: MOPS）は、組織のマネジメン

トの質を定量化し、生産性などとの関係を検証する調査で、米国を始めとして国際的な連携で実施されている。

日本では内閣府経済社会総合研究所と一橋大学が共同で 2016 年に日本版 MOPS（JP-MOPS）の取り組みが始ま

った。詳しくは杉原(2016)、大山(2019)参照。
3 情報通信総合研究所 
4 九州大学 
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1. はじめに：研究の目的と背景 

日本は少子高齢化の進展により、国内需要の減少、労働力の不足、国際競争力の低下など様々

な経済的課題が表面化しつつある。20 世紀後半から情報通信技術（ICT）が経済成長の原動力の

一つとなってきたが、近年のコンピュータ性能や通信速度の向上、クラウドコンピューティング

やアルゴリズムの発展によって、人工知能（AI）が新たな汎用技術（GPT）となる可能性が指摘さ

れている（総務省, 2019a）。 

既に AI を活用したサービスが多く登場しており、作業の効率化・省力化だけではなく、新たな

ビジネスの創出等への期待も大きい。また、これらのサービスがネットワークを通じて提供され

る場合には、AI 活用の影響（便益及びリスクの双方）は国境を越えて広く波及すると想定される。

このような状況において、日本でも AI の研究開発や社会実装が進められているものの、世界的に

は米国や中国がリードする状況となっており5、長きにわたって経済成長が低迷している日本にお

いては今をチャンスと捉えて積極的な取り組みを進めていくことが求められる。ただし、

Brynjolfsson, et al. （2018）では、GPT の普及プロセスの初期段階では、導入における試行錯誤や

失敗等が増加する結果、生産性の計測結果が一時的に低下する可能性が指摘されており、このよ

うな状況が AI の導入判断に影響することも考えられる。そのため、AI の活用を促進し、経済成

長を実現するためには、AI を活用している事業所の特徴や AI を活用することによる生産性への

影響を適切に把握することが必要である。特に、「運輸業, 郵便業」では 1 週間の就業時間が 60 時

間以上の雇用者の割合が全産業の中でもっとも多く（厚生労働省, 2020）、AI を活用した生産性の

向上が期待される。また、EY 総合研究所株式会社（2015）によると、2030 年における AI 関連産

業の市場規模は、運輸分野6、卸売・小売分野7の 2 分野で全体の 5 割以上を占めており、これらの

産業における AI 活用の進展が日本経済に及ぼす影響は大きいと考えられる。 

そこで、本稿では、内閣府経済社会総合研究所が全国の事業所を対象に実施した「組織マネジ

メントに関する調査（平成 30 年度）」のアンケート結果から、卸売業、道路貨物運送業のデータ

を用いて、事業所におけるデータの保有状況や組織体制が AI 活用の取り組みに与える影響を実証

分析によって明らかにする。 

 

2. 先行研究と本研究の位置付け 

2-1. AI の経済効果に関連した先行研究 

AI の活用による生産性や経済成長への影響については、これまでにもいくつかの分析がなされ

てきた。Accenture（2016）では、2035 年の日本の GDP 成長率が「ベースラインシナリオ」0.8%

から「AI シナリオ」では 2.7%へ 1.9％ポイント加速させると推計している。また、AI による売上

の上昇率を産業別に推計した McKinsey（2018）によると、AI の効果は旅行分野が最も高く、年間

売上を 7.2～11.6%上昇させるとしており、その他にも AI が大きな影響を及ぼす産業として、ハイ

テク分野に加えて運送および物流、医薬品分野が挙げられている。また、Sun, et al.（2017）では、

                                                  
5 Boston Consulting Group (2019)によると、特にエネルギー（Energy）、ヘルスケア（Health care）、産業財

（Industrial）の分野で日本企業に遅れがみられる。 
6 オンデマンド・モビリティ市場、自動運転トラック輸送市場などが挙げられる。 
7 顔認証受付/店舗監視/顧客行動観察システム等市場、AI 利用電子商取引市場などが挙げられる。 
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AIの予測精度を向上させるためには学習用データの量が重要であることが実験結果から示されて

おり、AI が実用的な用途で活用されるためには、十分な量の学習用データが必要だと言える。 

この他、AI との関連性が高いデータ活用の経済効果を分析した先行研究として、Niebel, et al.

（2018）では、ビッグデータ活用によるイノベーション創出効果を分析し、ビッグデータ活用は

製造業、サービス業ともにイノベーション創出にプラスに有意であるものの、従業員の IT スキル

への投資が少ない企業では、ビッグデータ活用の効果が出ていないという結果を得ている。また、

Brynjolfsson, et al.（2016）では、米国の製造業約 18,000 事業所を対象に、経営上の意思決定を行

う際のデータの使用状況をスコア化し、付加価値に対してプラスの関係性があることを明らかに

している。さらに、Bakhshi, et al.（2014）では、オンラインで商業的活動をしている 500 社の英国

企業を対象に、オンラインデータの収集・分析・利用状況を確認し、データの分析方法や利用範

囲が拡大するほど生産性が向上するという結果を得ているなど、いずれもデータ利用によるプラ

スの効果が検証されている。AI やデータと密接な関係があるクラウドサービスについて、その導

入が企業のパフォーマンスにどのような影響を与えるかを分析した金・権（2015）では、「情報処

理実態調査」と「企業活動基本調査」の個票データをマッチングしたうえで生産関数モデルが推

定されており、ソフトウェアや他の ICT サービスに加えて、クラウドサービスも企業の生産性を

上昇させ得ることが検証されている。 

AI の経済効果は政策当局も高い関心を示しており、総務省（2019b）では、AI 経済に関する基

本的政策や戦略のあり方として、(a)ユーザ企業による自社開発、(b)研究開発を行うスタートアッ

プ企業とのオープンイノベーション、(c)アジャイル型開発、(d)IoT の推進によるリアル・データ

の確保、(e)データ量の補完、(f)ユーザ企業の人材の AI スキル向上（内部人材、国内外の外部人

材）、(g)AI による雇用への影響に対応するための再教育、(h)ICT 企業のユーザ企業支援能力の向

上、の 8 点を重視した政策の推進が重要と提言している。さらに、特に留意すべき事項として、

「中堅・中小企業等の高度化」を挙げている。具体的には、「AI の普及は、生産性に課題があると

される中堅・中小企業等が飛躍するための貴重な機会と捉えるべき」としたうえで、「日本経済全

体の中において、中堅・中小企業等にどのような役割を求め、どのように有効に組み込んでいく

かという視点」が重要と指摘している。 

これに関連して、ICT の導入環境が売上高や利益の向上に及ぼす影響についてアンケート調査

の個票データをもとにグラフィカルモデリングの手法を用いて分析した Shinozaki et al.（2018）で

は、ICT の導入状況とそれに伴う業務改革8が企業の業績に影響を与える経路が大企業と中小企業

で異なることを明らかにしている。具体的には、大企業では業務改革が直接の経路で業績に影響

し、他方、中小企業では ICT 利活用が直接の経路で影響していることが示されている。先進技術

の活用は、これまで大企業が中心となって進展してきたものの、AI の活用では、総務省（2019b）

が指摘するように中堅・中小企業も含めて積極的な取り組みが求められており、AI 活用の実態が

どのようなものであるか、その背景にはどのような要因があるのかを企業規模別に解明すること

が求められる。 

さらに、新技術の導入と活用に際しては、これに合わせた組織の変革や人材の育成に取り組む

                                                  
8 アウトソーシングや人材育成の取り組みなどを含む。 
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ことも重要だと指摘されているが、そうした取り組みが生産性向上などの効果を生むまでにはラ

グが生じると考えられる。例えば、宮川他（2009）では、「企業活動基本調査」及びインタビュー

調査のデータをもとに生産関数モデルが推定され、組織や人事面の改革が実施されてから 2 年以

上経過してから企業の生産性向上に寄与することが確認されている。さらに、上場企業の財務デ

ータとインタビュー調査を基に組織改革と生産性の関係を分析した川上・淺羽（2015）では、傾

向スコアマッチングの手法により組織改革の実施企業群と非実施企業群を抽出したうえで比較が

行われ、業績が悪化していない状況で組織改革を行った企業では、2 期目から 4 期目にかけて生

産性の上昇がみられるとの結論が得られている。 

 

2-2. 本研究の位置付け 

このように、ICT や AI、ビッグデータなど先進技術の活用効果に着目した研究は既に多くなさ

れてきているが、AI 活用の背景にあるデータ整備状況、組織や人材の要因などを包括的に織り込

んだうえで、企業規模別に分析した実証研究は必ずしも十分に蓄積されていない。その中で、森

川（2016）では、国内企業約 2,650 社のアンケート回答データを用いてビッグデータ活用に積極的

な企業の特徴を分析しており、大卒以上比率、大学院卒比率、世界を自社製品・サービスの市場

と見ているかどうか、などの要因が有意に影響しているとの結果が導かれている。ただ、企業規

模別の分析はなされておらず、大企業または中小企業特有の要因までは明らかになっていない。 

本研究の着想は、森川（2016）から得ており、AI などの ICT 導入による生産性向上が特に求め

られている卸売業、道路貨物運送業を対象に、内閣府経済社会総合研究所が実施した「組織マネ

ジメントに関する調査（平成 30 年度）」の個票データを用いて、事業所におけるデータ整備状況

及び管理職や従業員の学歴、CIO の有無など組織体制の状況を取り上げ、AI 活用の取り組みを促

す決定要因を大規模事業所、中小規模事業所別に分析する9。 

 

3. 分析のフレームワークとモデルの特定化 

3-1. 分析のフレームワーク 

本研究では、内閣府経済社会総合研究所が実施した「組織マネジメントに関する調査（平成 30

年度）」の対象となった全国の卸売業、道路貨物運送業、医療業のうち、卸売業、道路貨物運送業

のアンケート個票データを用いて、次の二つの要因を設定して分析を行った。第一は「データ整

備状況」の要因であり、アンケート結果から「データの利用可能性」と「データの蓄積期間」の度

合を示す指標を用いた。第二は「組織体制」の要因であり、「従業員（管理職・一般従業員）の学

歴」、「CIO の有無10」、「事業所規模」、「競合事業所数」を用いた。これらの二つの要因が AI 活用

の取り組みにどう影響しているかを大規模事業所、中小規模事業所別に検証し、AI 活用に積極的

な事業所の特徴を明らかにする。 

（図 1） 

                                                  
9 「組織マネジメントに関する調査（平成 30 年度）」では医療業も調査対象となっているが、医療業について

は、診療報酬制度などの価格規制の性格が強いため、生産性の指標でカギとなる収益の動向に制度的要因が大

きく影響すると考えられるため、本稿の分析対象外とした。 
10 CIO の有無だけではなく、CIO が専任の役員なのか兼任の役員なのかも考慮して分析を行った。 
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なお、AI 活用の取り組み状況については、アンケート調査において①企画・研究開発, ②仕入・

出荷・在庫管理・流通, ③広告・宣伝, ④顧客対応, ⑤人事・労務・経理, ⑥その他の 6 つの分野

それぞれについて確認しており、最も取り組みが進んでいる分野の回答を当該事業所の AI 活用の

取り組み状況とした（各変数とアンケート質問内容は補足資料の表 S1 に記載）。また、アンケー

ト調査では AI と AI 利用を図 2 のように定義されており、自社で AI を開発しているか否かには

拘らず、AI 技術が組み込まれているソフトウェア、ハードウェアを活用していれば、AI を利用し

ていると判断している。 

（図 2） 

3-2. モデルの特定化 

本稿の分析では、AI 活用の取り組み状況を「取り組みが行われている」、「取り組みが行われて

いない」という 0-1 変数としてロジットモデルを推定する。推定に用いるモデルは次の（1）式の

とおりである。 

・・・（1） 

上記の推定式における被説明変数(AIi)は、事業所 i の AI 活用の取り組み（1=いずれかの分野で

AI を利用中または検討中、0=それ以外）としている。つまり、事業所内のいずれかの分野におい

て AI を現時点で利用しているか、または利用を検討している事業所がどのような特徴を有してい

るのかを推定することを目的としたモデルである。 

 

4. 分析に用いるデータとその観察 

4-1. 分析に用いる個票データの概要 

本稿のロジットモデル分析に用いるデータは、「組織マネジメントに関する調査（平成 30 年度）」

の個票データである。アンケート調査は郵送方式で 2018 年 10 月から 2019 年 4 月にかけて実施さ

れ、郵送先は、卸売業（12,277 事業所）、道路貨物運送業（3,725 事業所）、回答数は卸売業（3,813

事業所）、道路貨物運送業（1,286 事業所）であった11。得られた回答の中で、主要な設問に無回答

だった事業所を分析対象から除外した結果、分析サンプル数は、卸売業（2,551 事業所）、道路貨

物運送業（742 事業所）となった12。 

 

4-2. データ観察 

分析に用いるデータについて、まず、AI の活用状況を分野別に確認すると、卸売業、道路貨

物運送業ともに「利用中」と回答した事業所はいずれの分野においても 3%未満となった。日本

の事業所においては、未だ AI の活用が進んでいないことが窺えるが、「利用を検討中」と回答し

た事業所を加えると、10%を超える分野も複数観察され、今後は一定程度活用が進展すると期待

される。分野別には、「仕入・出荷・在庫管理・流通」での AI 活用・検討が進んでいる。また、

                                                  
11 医療業は 5,161 事業所に郵送し、1,650 事業所から回答を得たが、既述のとおり、本稿の分析対象外とした。 
12 計量分析を行う際は、用いる変数いずれかが無回答だった事業所を除いていた。 

௜ܫܣ ൌ ଴ߚ ൅ ௜ݕݐ݈ܾ݈݅݅ܽ݅ܽݒܣܽݐܽܦଵߚ ൅ ௜݀݋݅ݎ݁ܲܽݐܽܦଶߚ ൅ ௜ݒܷ݅݊_ܭଷߚ
൅ ௜ݒܷ݅݊_ܫସߚ ൅ ܫܥହߚ ௜ܱ ൅ ௜ݕ݉݉ݑ݀	଺݈ܵܿܽ݁ߚ ൅ ௜ݎ݋ݐ݅ݐ݁݌݉݋ܥ଻ߚ
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卸売業では「顧客対応」で AI を利用する動きが道路貨物運送業に比べて進んでいる特徴が観察

される。 

（図 3） 

次に、AI の活用状況とデータ整備状況、組織体制との関係を観察する。AI の活用状況につい

ては、いずれかの分野において「利用中」と回答した事業所を「AI 利用中」とし、AI 利用中で

はなく、いずれかの分野で「利用を検討中」と回答した事業所を「AI 検討中」と定義する。 

一般従業員の大卒比率で比較すると、大卒比率が高い事業所ほど AI の取り組みが進んでいる

ことがわかる。一方、管理職の大卒比率については、一般従業員の大卒比率に比べて AI 活用と

の明確な関係性がみられない。このことから事業所における先進的な技術の取り組みには管理職

よりも現場の従業員による影響が大きいことが推察される。 

（図 4） 

所属企業に CIO がいる事業所といない事業所で比較すると、AI 活用に大きな差がみられる。

特に、専任の役員がいる場合は、卸売業で 4 割以上、道路貨物運送業で 3 割以上が利用または検

討中となっており、情報通信分野のトップがいる企業では積極的な取り組みが進められており、

それが事業所にも波及していることがわかる。 

（図 5） 

データの利用可能性で比較すると、卸売業では、データの利用可能性が高いほど AI を積極的

に活用している傾向がみられる。一方、道路貨物運送業では関係性がみられず、データの利用可

能性はあまり AI 活用の取り組みに影響していない可能性が考えられる。データの蓄積期間との

関係については、両業種ともに蓄積期間が長いほど AI 活用が緩やかに進展している。 

（図 6） 

事業所規模を常用雇用者数によって分類して比較すると、規模が大きくなるほど AI 活用に積

極的であることがわかる。特に、道路貨物運送業では常用雇用者数が 300 人以上か 300 人未満か

によって大きな差がみられ、大規模な事業所では膨大な量の貨物を扱う際に AI を活用した効率

化等を模索していることがうかがえる。 

（図 7） 

競合事業所数で比較すると、道路貨物運送業は、競合事業所数が多いほど AI を積極的に活用

している傾向がみられ、競合事業者を意識した取り組みも考えられる。一方、卸売業は、競合事

業所数によって大きな違いはみられず、ライバルとの競争ではなく、自らのサービス向上のため

に AI を活用していることが推察される。 

（図 8） 

 

5. ロジットモデルの分析結果 

以上のデータ観察を踏まえて、データ整備状況及び組織体制が、卸売業、道路貨物運送業にお

ける AI 活用の取り組みにどのような影響を与えているかについて、既述（1）のロジットモデル

を推定する。説明変数は、表 1 のとおりで、データの利用可能性（DataAvailability）だけを入れた

場合、データ蓄積期間（DataPeriod）だけを入れた場合、双方を入れた場合の 3 本のロジットモデ

ルを推定する。 
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（表 1） 

5-1. 卸売業の分析結果 

まず、卸売業について、モデルの推定に用いた各変数の基本統計量（サンプルサイズ、平均値、

標準偏差、最小値、最大値）は表 2 のとおりで、AI 活用に取り組んでいる事業所は全体の約 20%、

競合事業所数の平均は約 6.9 事業所数となっている。 

（表 2） 

 推定結果は表 3(a)のとおりで、「データの利用可能性」、「一般従業員の大卒以上の割合」、「CIO

の有無」、「事業所規模」がいずれのモデルにおいても AI 活用の取り組みに対して有意にプラスと

なっている。一方、「管理職の大卒以上の割合」、「競合事業所数」はいずれのモデルにおいても有

意となっていない。卸売業では、多くの事業所でデータの蓄積が一定程度進んでおり（図 6 参照）、

それらが利用可能な状態になっているかどうかが AI 活用の取り組みに影響しているとみられる。 

 卸売業全体での分析で事業所規模が有意となったことから、大規模事業所と中小規模事業所に

おいて AI 活用の取り組みに差があることがわかる。大規模事業所独自の要因、中小規模事業所独

自の要因を探るため、事業所規模に分けて同様に分析した。大規模事業所に限定して分析した結

果を表 3(b)に示しているが、「CIO の有無」のみがいずれのモデルにおいても AI 活用の取り組み

に対して有意にプラスとなっている。また、「データの利用可能性」、「データの蓄積期間」につい

ては単独で入れた場合についてのみ有意となった。このことから大規模事業所においては所属企

業に CIO がいるかどうかが最も影響しており、トップの掛け声が各事業所まで行き渡っていると

言える。 

中小規模事業所に限定して分析した結果を表 3(c)に示しているが、「データの利用可能性」、「CIO

の有無」のみがいずれのモデルにおいても AI 活用の取り組みに対して有意にプラスとなってい

る。所属企業における CIO の存在は大規模事業所と同様に重要であり、それに加えてデータが利

用可能な状態になっていることが AI 活用を推し進める要因となっていることがわかる。これは、

データの利用可能性を確認することが AI 活用と親和性のある事業所か否かを判定することに有

効とも考えられる。 

（表 3） 

5-2. 道路貨物運送業の分析結果 

次に、道路貨物運送業について、モデルの推定に用いた各変数の基本統計量（サンプルサイズ、

平均値、標準偏差、最小値、最大値）は表 4 のとおりで、AI 活用に取り組んでいる事業所は全体

の約 16%であり、競合事業所数の平均は約 5.5 事業所数となっている。CIO を除く項目において

卸売業よりも低水準となっており、特に、管理職の大卒比率において顕著である。 

（表 4） 

 まず、道路貨物運送業全体で分析した結果を表 5(a)に示す。「データの蓄積期間」、「一般従業員

の大卒以上の割合」、「CIO の有無」、「事業所規模」、「競合事業所数」がいずれのモデルにおいて

も AI 活用の取り組みに対して有意にプラスとなっている。一方、「データの利用可能性」、「管理

職の大卒以上の割合」はいずれのモデルにおいても有意となっていない。道路貨物運送業では、

卸売業と比べてもデータの蓄積が遅れており（図 6 参照）、以前からデータを蓄積している事業所

では AI など先進的な技術に積極的だと推察され、それが AI 活用の取り組みに影響しているとみ
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られる。 

 道路貨物運送業全体での分析で事業所規模が有意となったことから、卸売業と同様に、大規模

事業所と中小規模事業所において AI 活用の取り組みに差があることがわかる。大規模事業所独自

の要因、中小規模事業所独自の要因を探るため、事業所規模に分けて同様に分析した。大規模事

業所に限定して分析した結果を表 5(b)に示しているが、「CIO の有無」のみがいずれのモデルにお

いても AI 活用の取り組みに対して有意にプラスとなっている。このことから卸売業と同様に大規

模事業所においては所属企業に CIO がいるかどうかが最も影響していることがわかる。 

中小規模事業所に限定して分析した結果を表 5(c)に示しているが、「データの蓄積期間」、「一般

従業員の大卒以上の割合」、「CIO の有無」、「競合事業所数」がいずれのモデルにおいても AI 活用

の取り組みに対して有意にプラスとなっている。所属企業における CIO の存在は大規模事業所と

同様に重要であり、それに加えてデータの蓄積期間、一般従業員の大卒以上の割合が AI 活用を推

し進める要因となっていることがわかる。また、競合事業所数の多さも有意となっており、競争

環境の激しさが AI 活用に取り組む一つのきっかけとなっていることがうかがえる。 

（表 5） 

 

6. おわりに：結論と今後の課題  

以上、本研究では、国内卸売業と道路貨物運送業に焦点を当て、どのような事業所が AI 活用に

積極的に取り組んでいるのかを、全国 16,002 事業所を対象としたアンケート調査（有効回答 5,099

事業所）の個票データを用いて、データ整備状況と組織体制の両面から分析した。データの観察

とロジットモデルによる分析結果から得られた考察を下記にまとめる。 

まず、AI 活用を取り巻く現状として、卸売業、道路貨物運送業ともに各分野で既に AI を活用

している事業所は 3%未満であり、まだまだ活用は進んでいないことがわかる。ただ、活用を検討

している事業所は 10%程度存在しており、今後徐々に活用が進むことが期待される。 

卸売業における分析結果からは、AI 活用に取り組んでいる事業所は、データが利用可能な状態

になっていること、一般従業員の大卒以上比率が高いこと、所属企業に CIO がいること、事業所

規模が大きいこと、が特徴として挙げられる。事業所規模別の分析からは、所属企業における CIO

の存在が AI 活用の取り組みに最も影響していると推察される。また、中小規模事業所では「デー

タが利用可能な状態になっているかどうか」が AI 活用の取り組みに影響しており、データの利用

可能性を高めることがデータへの理解を通して AI 活用の進展をもたらすと考えられる。 

道路貨物運送業における分析結果からは、データの蓄積期間が長いこと、一般従業員の大卒以

上比率が高いこと、所属企業に CIO がいること、事業所規模が大きいこと、競合事業所数が多い

こと、が AI 活用を推し進めている要因として挙げられる。事業所規模別の分析からは、卸売業と

同様に、所属企業における CIO の存在が AI 活用の取り組みに最も影響していると推察される。

また、中小規模事業所では「データの蓄積期間」が AI 活用の取り組みに影響しており、データを

長期にわたって保有していることが AI 活用を検討する一つの契機になっていると推察される。 

このように、業種や事業所規模によって AI 活用の取り組みを進める要因が異なっているもの

の、いずれの業種・事業所規模においても CIO の有無が有意に影響しているという結果となり、

今後、日本全体で AI 活用を促進していくためには、各企業のトップマネジメント層において先進
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技術の積極的に推進していく人材の存在が大きいと言える13。 

最後に、本研究の分析結果は一部、事業所の主観的な認知データによるものであることに留意

する必要がある。特にデータの利用可能性や蓄積期間については、より詳細かつ客観的なデータ

として把握することができれば、さらに精緻な分析が可能となる。また、AI を活用する目的は業

務の効率化や生産性の向上など企業経営に直結するものであり、AI 活用の取り組みと生産性との

関係など新たなデータを組み合わせた検証が求められる。その際、企業の様々な取り組みが業績

面に効果をもたらすのには 3 年程度の時間差があることが川上・淺羽（2015）の研究で明らかと

なっており、AI 活用についても導入への取り組みから効果までの時間差を意識した分析が求めら

れる。これらの点は、本稿に残された課題として記しておきたい。 

 

  

                                                  
13 AI 活用を進める過程で CIO を設置したという場合も考えられるため、必ずしも CIO の意思決定で AI の活用

が開始されたとは言い切れない。また、CIO をただ設置すれば AI 活用が進むというわけではなく、どのよう

な知見を有しているのか、どのような権限が付与されているのか、どのような役割を担っているのかにも左右

されると考えられる。この点について、本調査では CIO を「企業における IT の導入から利活用に関するすべ

ての最終責任を負い、企業において自社の経営理念に合わせて情報化戦略を立案・実行する責任者を指しま

す。」と定義し、専任の役員なのか兼任の役員なのかを区別して確認している。分析結果からは、CIO として

専任の役員が存在することが AI 活用にとって最も影響が大きいと推察できる。 
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図表一覧 

 

図 1. 分析のフレームワーク 

 

 

 

図 2. AI の定義 

 
 

 

図 3. AI の活用状況 

 

 

＜データ整備状況＞
• データの利⽤可能性
• データの蓄積期間

＜組織体制＞
• 管理職の⼤卒以上の割合
• ⼀般従業員の⼤卒以上の割合
• CIOの有無
• 事業所の規模
• 競合事業所数

＜AI活⽤への取り組み＞
① 企画・研究開発
② 仕⼊・出荷・在庫管

理・流通
③ 広告・宣伝
④ 顧客対応
⑤ ⼈事・労務・経理
⑥ その他

説明変数 被説明変数
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図 4. 従業員の学歴と AI の活用状況との関係 

 

 

 

 

図 5. CIO の有無と AI の活用状況との関係 
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図 6. データ整備状況の状況と AI の活用状況との関係 

 
 

図 7. 従業員規模と AI の活用状況との関係 

 

 

図 8. 競合事業所数と AI の活用状況との関係 

 

 

ESRI Discussion Paper Series No.361 
「データ整備状況や組織体制がAI活用の取り組みに与える影響 

JP-MOPSアンケート調査を活用した実証分析」



 15 

表 1. 説明変数の定義14 

 

 

 

表 2. 卸売業の基本統計量 

 

 

 

 

                                                  
14 事業所規模の定義については、中小企業庁「中小企業者の定義」を参考に、中小企業に属する可能性がある事

業所を中小規模事業所、それ以外を大規模事業所とした。具体的には、卸売業は常用雇用者数が 100 人以下、道

路貨物運送業は 300 人以下を中小規模事業所と定義し、それ以外を大規模事業所とした。 

説明変数 データ
Data

Availability
データの利⽤可能性

※無回答は分析から除外

0=利⽤可能でない
1=わずかに利⽤可能である
2=ある程度利⽤可能である
3=かなりの程度利⽤可能である
4=必要な全てのデータは利⽤可能である

Data
Period

データの蓄積期間

※無回答は分析から除外

0=全く蓄積していない
1=過去1年分、蓄積している
2=過去2年分、蓄積している
3=過去3〜5年分、蓄積している
4=過去6〜10年分、蓄積している
5=過去11年分以上、蓄積している

K_Univ 管理職の⼤卒以上の割合

※無回答は分析から除外

0=20%未満
1=20%以上40%未満
2=40%以上60%未満
3=60%以上80%未満
4=80%以上

I_Univ ⼀般従業員の⼤卒以上の割合

※無回答は分析から除外

0=0%
1=10%未満
2=10%以上20%未満
3=20%以上

CIO CIOの有無

※無回答、分からないは分析から除外

0=いない
1=兼任の役員
2=専任の役員

Scale 
dummy

事業所規模 0=中⼩規模事業所（卸売業は100⼈以下、
道路貨物運送業は300⼈以下）
1=⼤規模事業所

Competitor 競合事業所数 0〜11︓回答に基づく競合事業所数

変数 サンプルサイズ 平均値 標準偏差 最⼩値 最⼤値
AI 2,551 0.20 0.40 0 1

Data
Availability 2,551 2.69 0.92 0 4

Data
Period 2,551 3.77 1.14 0 5

K_Univ 2,551 2.35 1.60 0 4
I_Univ 2,551 2.50 0.84 0 3
CIO 2,551 0.26 0.55 0 2
Scale 

dummy 2,551 0.37 0.48 0 1

Competitor 2,551 6.88 4.22 0 11
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表 3(a). 卸売業におけるロジットモデル分析の結果 

 

 

表 3(b). 卸売業（大企業）におけるロジットモデル分析の結果 

 

 

表 3(c). 卸売業（中小企業）におけるロジットモデル分析の結果 

 

 

 

分析モデル名

説明変数

データの利用可能性 0.24 ( 4.11 ) *** - ( - ) 0.23 ( 3.74 ) ***

データの蓄積期間 - ( - ) 0.10 ( 2.01 ) ** 0.05 ( 1.01 )

管理職の大卒以上の割合 0.01 ( 0.16 ) 0.01 ( 0.24 ) 0.00 ( 0.12 )

一般従業員の大卒以上の割合 0.19 ( 2.36 ) ** 0.21 ( 2.51 ) ** 0.19 ( 2.28 ) **

所属企業におけるCIOの有無 0.52 ( 6.36 ) *** 0.55 ( 6.78 ) *** 0.52 ( 6.36 ) ***

事業所規模 0.35 ( 3.40 ) *** 0.35 ( 3.40 ) *** 0.34 ( 3.31 ) ***

競合事業所数 0.02 ( 1.52 ) 0.02 ( 1.52 ) 0.02 ( 1.46 )

定数項 -3.00 ( -12.12 ) *** -2.74 ( -10.88 ) *** -3.13 ( -11.25 ) ***

サンプルサイズ

Adj R-squared

それぞれ左から係数、t値、p値

（注）*有意水準10％、**有意水準5％、***有意水準1％

0.041 0.036 0.041

分析１ 分析２ 分析３

2,551 2,551 2,551

分析モデル名

説明変数

データの利用可能性 0.16 ( 1.75 ) * - ( - ) 0.13 ( 1.38 )

データの蓄積期間 - ( - ) 0.13 ( 1.68 ) * 0.10 ( 1.31 )

管理職の大卒以上の割合 -0.05 ( -0.72 ) -0.05 ( -0.73 ) -0.05 ( -0.78 )

一般従業員の大卒以上の割合 0.23 ( 1.61 ) 0.22 ( 1.54 ) 0.21 ( 1.50 )

所属企業におけるCIOの有無 0.48 ( 3.92 ) *** 0.51 ( 4.19 ) *** 0.49 ( 3.93 ) ***

競合事業所数 0.02 ( 1.16 ) 0.02 ( 1.07 ) 0.02 ( 1.05 )

定数項 -2.36 ( -5.58 ) *** -2.41 ( -5.44 ) *** -2.63 ( -5.53 ) ***

サンプルサイズ

Adj R-squared

それぞれ左から係数、t値、p値

（注）*有意水準10％、**有意水準5％、***有意水準1％

934 934 934

0.025 0.025 0.027

分析１ 分析２ 分析３

分析モデル名

説明変数

データの利用可能性 0.31 ( 3.92 ) *** - ( - ) 0.31 ( 3.75 ) ***

データの蓄積期間 - ( - ) 0.07 ( 1.23 ) 0.01 ( 0.23 )

管理職の大卒以上の割合 0.04 ( 0.79 ) 0.05 ( 0.90 ) 0.04 ( 0.78 )

一般従業員の大卒以上の割合 0.16 ( 1.60 ) 0.19 ( 1.87 ) * 0.16 ( 1.58 )

所属企業におけるCIOの有無 0.55 ( 5.06 ) *** 0.57 ( 5.31 ) *** 0.55 ( 5.06 ) ***

競合事業所数 0.02 ( 1.01 ) 0.02 ( 1.05 ) 0.02 ( 1.00 )

定数項 -3.19 ( -10.16 ) *** -2.70 ( -8.70 ) *** -3.22 ( -9.18 ) ***

サンプルサイズ

Adj R-squared

それぞれ左から係数、t値、p値

（注）*有意水準10％、**有意水準5％、***有意水準1％

0.039 0.029 0.039

分析１ 分析２ 分析３

1,617 1,617 1,617
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表 4. 道路貨物運送業の基本統計量 

 
 

表 5(a). 道路貨物運送業におけるロジットモデル分析の結果 

 
 

表 5(b). 道路貨物運送業（大企業）におけるロジットモデル分析の結果15 

 

                                                  
15 サンプル数が 70 と少ないことには注意を要する。 

変数 サンプルサイズ 平均値 標準偏差 最⼩値 最⼤値
AI 742 0.16 0.37 0 1

Data
Availability 742 2.30 1.04 0 4

Data
Period 742 2.88 1.35 0 5

K_Univ 742 0.71 1.28 0 4
I_Univ 742 1.35 0.90 0 3
CIO 742 0.27 0.59 0 2
Scale 

dummy 742 0.09 0.29 0 1

Competitor 742 5.48 4.28 0 11

分析モデル名

説明変数

データの利用可能性 -0.01 ( -0.05 ) - ( - ) -0.12 ( -1.03 )

データの蓄積期間 - ( - ) 0.23 ( 2.65 ) *** 0.25 ( 2.85 ) ***

管理職の大卒以上の割合 0.03 ( 0.36 ) 0.01 ( 0.17 ) 0.01 ( 0.15 )

一般従業員の大卒以上の割合 0.40 ( 3.27 ) *** 0.42 ( 3.40 ) *** 0.43 ( 3.48 ) ***

所属企業におけるCIOの有無 0.65 ( 4.34 ) *** 0.68 ( 4.49 ) *** 0.70 ( 4.56 ) ***

事業所規模 0.67 ( 2.20 ) ** 0.59 ( 1.92 ) * 0.61 ( 1.97 ) **

競合事業所数 0.06 ( 2.37 ) ** 0.05 ( 2.13 ) ** 0.05 ( 2.17 ) **

定数項 -2.93 ( -8.69 ) *** -3.61 ( -9.56 ) *** -3.46 ( -8.61 ) ***

サンプルサイズ

Adj R-squared

それぞれ左から係数、t値、p値

（注）*有意水準10％、**有意水準5％、***有意水準1％

0.079 0.090 0.092

分析１ 分析２ 分析３

742 742 742

分析モデル名

説明変数

データの利用可能性 0.06 ( 0.16 ) - ( - ) -0.05 ( -0.13 )

データの蓄積期間 - ( - ) 0.27 ( 1.10 ) 0.28 ( 1.10 )

管理職の大卒以上の割合 0.43 ( 1.69 ) * 0.40 ( 1.62 ) 0.40 ( 1.60 )

一般従業員の大卒以上の割合 0.47 ( 1.21 ) 0.53 ( 1.34 ) 0.53 ( 1.33 )

所属企業におけるCIOの有無 1.12 ( 2.10 ) ** 1.11 ( 2.11 ) ** 1.13 ( 2.06 ) **

競合事業所数 -0.07 ( -1.02 ) -0.08 ( -1.09 ) -0.08 ( -1.09 )

定数項 -2.40 ( -1.83 ) * -3.20 ( -2.68 ) *** -3.09 ( -2.11 ) **

サンプルサイズ

Adj R-squared

それぞれ左から係数、t値、p値

（注）*有意水準10％、**有意水準5％、***有意水準1％

70 70 70

0.191 0.206 0.206

分析１ 分析２ 分析３
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表 5(c). 道路貨物運送業（中小企業）におけるロジットモデル分析の結果 

 

 

 

  

分析モデル名

説明変数

データの利用可能性 -0.06 ( -0.56 ) - ( - ) -0.18 ( -1.43 )

データの蓄積期間 - ( - ) 0.20 ( 2.22 ) ** 0.25 ( 2.58 ) **

管理職の大卒以上の割合 -0.04 ( -0.40 ) -0.05 ( -0.51 ) -0.05 ( -0.57 )

一般従業員の大卒以上の割合 0.40 ( 3.00 ) *** 0.40 ( 3.05 ) *** 0.43 ( 3.19 ) ***

所属企業におけるCIOの有無 0.63 ( 3.97 ) *** 0.67 ( 4.11 ) *** 0.69 ( 4.20 ) ***

競合事業所数 0.08 ( 3.09 ) *** 0.08 ( 2.78 ) *** 0.08 ( 2.89 ) ***

定数項 -2.90 ( -8.21 ) *** -3.61 ( -8.96 ) *** -3.40 ( -8.07 ) ***

サンプルサイズ

Adj R-squared

それぞれ左から係数、t値、p値

（注）*有意水準10％、**有意水準5％、***有意水準1％

0.070 0.079 0.083

分析１ 分析２ 分析３

672 672 672
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補足資料 

表 S1：各変数を作成するためのアンケート質問内容 

変数名 アンケート質問内容 

AI 利用 

2018 年現在、貴事業所での「AI」の利用状況について、以下の具体的な分

野別に、当てはまるものをそれぞれ１つだけお選びください。 

（①企画・研究開発, ②仕入・出荷・在庫管理・流通, ③広告・宣伝, ④顧客

対応, ⑤人事・労務・経理, ⑥その他） 

1.利用中, 2.利用を検討中, 3.利用予定なし, 4.対象分野無し, 5.分からない 

データの利用可

能性 

貴事業所において、意思決定をサポートするためのデータの利用可能性は

どの程度ですか。 

1.利用可能でない, 2.わずかに利用可能である, 3.ある程度利用可能である, 4.

かなりの程度利用可能である, 5 必要な全てのデータは利用可能である 

データの蓄積期

間 

貴事業所において、データのうち「体系的に整理された電子データ」は 2018

年現在で、どの程度、蓄積されていますか。蓄積期間が最も長いものについ

て、当てはまるものを 1 つだけお選びください。 

1.全く蓄積していない, 2.過去 1 年分、蓄積している, 3.過去 2 年分、蓄積し

ている, 4.過去 3～5 年分、蓄積している, 5.過去 6～10 年分、蓄積している, 

6.過去 11 年分以上、蓄積している 

管理職の大卒以

上の割合 

貴事業所の従業員について、大卒以上の学歴をもつ者の割合はどの程度で

すか。（管理職） 

1.20％未満, 2.20％以上 40％未満, 3.40％以上 60％未満, 4.60％以上 80％未満, 

5.80％以上 

一般従業員の大

卒以上の割合 

貴事業所の従業員について、大卒以上の学歴をもつ者の割合はどの程度で

すか。（管理職を除く一般従業員） 

1.0%, 2.10％未満, 3.10％以上 20％未満, 4.20％以上 

CIO の有無 
貴事業所が属する企業において、2018 年現在、「CIO」はいますか。 

1.専任の役員がいる, 2.兼任の役員がいる, 3.いない, 4.分からない 

事業所規模 

（常用雇用者） 

貴事業所の 2018 年 6 月 1 日現在の「常用雇用者」は何人ですか。 

（記述式） 

競合事業所数 

2018 年当時、直接、顧客の獲得等で競合する事業所の数はどれくらいでし

たか。 

1.0, 2.1～2 の事業所, 3.3～5 の事業所, 4.6～10 の事業所, 5.11 以上の事業所 
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